































































































































さまざまな表記が考えられる。ちなみに、英語表記でも、「mileage-based road user 
tax/charge」、「mileage-based driving tax/charge」、「vehicle miles traveled[VMT] 








































































































expectation of privacy）」を侵害し、違憲であるとした（United States v. 


































































みに、走行料金/通行税に関するグローバルな分析としては、See, Robert S. Kirk 






















































（9）　See, e.g., ICCI （International Council on Clean Transportation）, A technical summary 
of Euro 6/VI vehicle emission standards （June, 2016） ; EC, Transport Emissions: Air 









（11）　See, Stu Robarts, UK to trial in-road wireless charging tech for electric vehicles 






















































（14）　See. House of Commons Transport Committee, Taxes and Charges on road users 
（Sixth Report of Session 2008-09: Report, together with formal minutes, oral and 
















































けるEVの売上は、2017年には80％減少した。See, Robert Walton, “Geogia Electronic 
Vehicles sale shrink 80% in the wake of tax credit repeal （Jan. 17, 2017）. Avilable at: 
http://www.utilitydive.com/news/georgia-electric-vehicle-sales-shrink-80-in-wake-of-
tax-credit-repeal/434092/  2017年８月現在で、約20州が同様の政策転換を行ってい
る。See, Julian Specter & Julia Pyper, “Updated: 17 states new charge fees for electric 










































（USDOT=Department of Transportation）の傘下にある連邦道路庁（FHWA=Federal 






はるかにしのぐ（See, USDOT, Bureau of Transportation Statistics, Transportation 
























Freeways &Expressways）、ⓒその他の幹線道路（Other Principal Arterials）
に細分される。


















の管理主体は各州の交通省（DOT= Department of Transportation）または州交通







1956年連邦補助道路法（FAHA=Federal-Aid Highway Act of 1956/合衆国法典タイ
トル23第101条以下/23 U.S. Code §101 et seq.）【通称で「道路建設法（Highway 




10％負担するになっている（合衆国法典タイトル23第120条以下/23 U.S. Code 
§120）。連邦政府負担分は、同法（FAHA）により創設された連邦交通省所管
の「道路特別会計（HTF=Highway Trust Fund）」から拠出される（合衆国法
典タイトル23第103条以下/23 U.S. Code §103）。1956年FAHA制定前は、補助
対象道路財源は、連邦財務省（US Department of Finance）所管の一般会計（General 
Fund）から拠出されていた。すなわち、1956年法（FAHA）は、連邦自動車燃料




１ガロンあたり18.4セントのガソリン税（excise tax on gasoline）、１ガロンあた






































（See, Kevin DeGood & Michael Madowitz, Switching from a Gas Tax to a Mileage-







は、連邦議会が可決する陸上交通歳出予算法（surfice transportation authorization 
bill）である。陸上交通歳出予算法は時限法（act of specified duration）である。
この時限法は、名称が毎回異なる。例えば、1997年10月から2003年９月末期
の時限法の名称は、「21世紀交通衡平法（Transportation Equity Act for the 21st 
Century）」、通称は「TEA 21」である。また、オバマ政権下で成立し2012年10
月から施行された時限法の名称は、「21世紀における進歩に向けた法（Moving 







の管理主体は各州の交通省（DOT= Department of Transportation）または州交通

















 State Agency）や州交通委員会（CTC=California Transportation Commission）が
行う仕組みになっている。
州議会は、道路政策を決定し、州の租税歳入法（Revenue and Taxation Code）
および街路道路法（Streets and Highways Code）、政府組織法（Government 
Code）を制定・改正したうえで、予算を組んだうえで必要な財政措置を講じる。
州 交 通 庁（CalSTA） は、2013年 に、 事 業・ 交 通・ 住 宅 局（Business, 
Transportation and Housing Agency）を改組して創設された。州交通庁（CalSTA）
は、州の交通システムの機動性、安全性および大気の改善を狙いに州の各種交通
事業体に関する政策やプログラムを開発し、かつコーディネートすることを使命
とする組織である。実証実験委員会（Board of Pilot Commissioners）、州ハイウエ
イパトロール（CHP=California Highway Patrol）、加州鉄道（Caltrains）、自動車
部（Department of Motor Vehicles）、高速鉄道局（High-Speed Rail Authority）、新























































ギブボンズ 対 オーデン事件判決（Gibbones v. Ogden、以下「ギブボンズ事件連
邦最高裁判決」という。）で、有料道路については、連邦が直接の立法権を有せ





の1874年のボルティモア＆オハイオ鉄道 対 メリーランド事件判決（Baltimore & 
Ohio Railroad v. Maryland, 88 U.S. （21 Wall.） 456 （1874））においてはじめて、
連邦最高裁は、有料道路は州際通商にかかわる公の営造物（instrumentality）と
法認するにいたっている。




（FLSA=Fair Labor Standard Act）の適用のある州際取引にかかる事業を行ってい
るのかどうかが争われた。連邦最高裁は、これらの事業は州際取引にかかる事業
にあたると判断し、当該会社には連邦公正労働基準法（FLSA）が適用されると判





































See, Corry Kendal, “State Tolling Practices: The Future of Highway Finance or An 














と政府規制の課題について詳しくは、See, Mark Detsky & Gabriella Stockmayer, 
“Electric Vehicles: Rolling Over Barrriers and Marging with Regulation,” 40 Wm. & 















































































❶  公物・公サービス利用負担金/課金 （commodity charges）： 公物および公サー
ビスを利用する者に対してその利用量に応じて求める負担金/課金を指す。「従
量課金」とも邦訳される。
❷  負荷埋め合わせ負担金/課金 （burdon offset charges）：環境の改善のために公
的対策を講じる場合のように、〝汚染者負担原則（polluters pay principle）〟に
基づき、直接環境に負荷を及ぼす者に対し求める負担金/課金を指す。
❸  検査・手続負担金 （inspection and processing fees）：公的機関などが検査や
手続をするにあたり申請者に求める手数料/負担金を指す。













（26）　See, Hugh D. Spitzer、“Taxes vs. Fees: A Curious confusion,” 38 Gonz. L. Rev. 335, 




























大統領府（EPO=Executive Office of the President）内に置かれている
（27）　合衆国法典（U.S. Code）タイトル31第9701条〔行政サービスおよび営造物の負
担金ならびに課金（Fees and Charges for Government service and things of value）〕
参照。
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行政予算管理局（OMB=Office of Management and Budget）（28）は、1993
年に独立機関予算充当法（IOAA）に規定する改訂「利用者負担金（user 
charges）」に関する解釈通達/サーキュラー（circular）を発出している










❷  無効 ：本通達は、1959年９月23日に発出されたOMB通達（Circular）No.A-
25ならびに暫定覚書（Transmittal Memoranda）１および２を無効とする。
❸  典拠 ：1952年独立機関予算充当法（IOAA=Independent Office Appropriation 
Act of 1952）タイトルV（合衆国法典（U.S. Code）タイトル31第9701条、合衆
国法典タイトル31第1111条および大統領府令（EO=Executive Order）No.8248
およびNo. 11,541










（29）　See, OMB, Executive Office of the President, OMB Circular No. A-25 Revised, 




















































































































































費税案も、財務省租税政策担当副長官（Assistant Secretary for Tax Policy at 





























Officers Act of 1990）によって求められる首席財務官年次報告書（Chief 
Financial Officers Report）案を精査するものとする。
（f）【邦訳省略】
❾  記録の保存 【邦訳省略】
❿  徴収額の処理 ：（a）法律に別段の定めがある場合を除き、利用者負担金徴収






































































（30）　See, Eben Alvert-Knopp, “The California Gas Charge and Beyond: Taxes and Fees 
in a Changing Climate,” 32 Vt. L. Rev. 217 （2007）.
（31）　裁判例の分析として、See, Jasper L. Cummings, Jr., “User Fees Versus Taxes,” Tax 
Analysis （October 31, 2011） 321.
（32）　連邦最高裁判所は、租税の場合には必ずしも個々の受益と負担との間に合理的
関連性を要しないし、応能原則に基づいてもよいし、公益を目的に負担を求めても








❶  全国ケーブルテレビ協会 対 合衆国・連邦通信委員会事件判決（1974年）
（National Cable TV Association v. U.S. &FCC）（33）：本件において、連邦最高
裁判所は、連邦政府および連邦通信委員会（FCC=Federal Communication 
Commission）が求める支払は、受領者が受ける価額（value to the recipient）
を基準にしていることを理由に、サービス料金（fee for services）であり、租
税ではないと判示した。
❷  連邦電力委員会 対 ニューイングランド電力会社事件判決（1974年）（FPC v. 




❶  全国ケーブルテレビ協会 対 合衆国・連邦通信委員会事件判決（1976年）









❸  キャピタルシティ通信会社 対 連邦通信委員会事件判決（1976年）（C a p i t a l 





❹  ミシシッピィ電力・電燈 対 合衆国原子力規制委員会事件判決（1979年）




❺  サン・ジュアン携帯電話会社 対 プエリトリコ公共サービス委員会事件（1992年）





❻  バレロ・テレストリアル会社 対 キャフレィ事件（2000年）










（33）　National Cable Television Association v. U.S., 415 U.S. 336, at 340-1 （1974）.
（34）　National Cable Television Association v. U.S.& FCC, 415 U.S. 336, at 340-1 （1974）.
（35）　National Cable Television Association v. FCC, 554 F.2d 1094 （1976）
（36）　554 F.2d 1109 （D.C. Cir. 1976）
（37）　554 F.2d 1135 （D.C. Cir. 1976）
（38）　601 F.2d 223 （5th Cir. 1979）


















































＝Government Accountability Office）に、事前決定（advice decision）、事
前確認（advance ruling）を求めることができる。
①連邦政府検査院での事前決定手続の基本
連邦政府検査院（ G A O ）は、1 9 2 1年予算会計法（ B u d g e t  a n d 
Accounting Act of 1921）に基づいて連邦議会の機関として創設された（43）。
当初の名称は「会計検査院/General Accounting Office」であったが、
2004年に「Government Accountability Office」に名称変更され、今日にい
（42）　連邦に対する州税の免除（Federal Immunity from State Taxation）原則は、連邦最
高裁のマックローチ 対 メリーランド事件判決（McCulloch v. Maryland, 17 U.S. 316 
（1819））で示された「州は連邦政府の財産や作用を規制できない（states may not 
regulate property or operations of the federal government）」（at 426）とする言及に由
来するものである。この課税免除原則は、その後、判例や制定法を通じて一部制限
されたが、現在でも先例としての地位を維持している。また、合衆国憲法第１条10
節２項も、州の連邦に対する課税権を制限している。See, Note, “Federal Immunity 












❶  連邦機関の業務や会計を検査や監査・報告する権限 ：GAO院長は、具体的に
は、次の権限を有する。（1） 各連邦機関の財務取引を監査する権限（合衆国法
典タイトル31第3523条a項/31 U.S. Code §3523（a））、（2） 収入、および公
金の支出および使用に関するあらゆる事項を検査し、かつ議会の上下両院の関
係委員会に当該事項を報告する権限（合衆国法典タイトル31第712条１号およ
び719条ａ項２号/31 U.S. Code §712（1）&719（a）（2））、（3） 連邦機関の
プログラムや業務にかかる業績評価する権限（合衆国法典タイトル31第717条
b項/31 U.S. Code §717（b）（45）
❷  非拘束的な決定をする権限 ：GAO院長は、連邦機関の従業者、さらには私人
からの求めに応じて、支払経費が法令に抵触することがないかどうかについて
非拘束的な事前確認（nonbinding advance decisions）を発出する権限を有して
いる（合衆国法典タイトル31第3529条〔院長への確認の請求〕31 U.S. Code § 
3529 - Requests for decisions of the Comptroller General）。



















決定書（advance binding legal decisions）を発遣する権限を有している（合衆



















めたガイドブック（通称「赤本（red book）」）を公表している。See, OGC, “Principles 
of Federal Appropriations Law （GAO）.　なお、赤本は、14章からなり、頻繁に改訂
されている。Available at: http://www.gao.gov/legal/red-book/overview
（50）　例えば、連邦財務省の外局にある執行行政庁である内国歳入庁（IRS＝Internal 
Revenue Service）の首席法律顧問官室（OCC=Office of Chief Counsel）も庁内の各
部門からの事前確認の求めに応じて覚書（メモランダム/memorandum）の形で回
答書を発出している。例えば、内国歳入法典（RIC）4251条ａ項〔通信サービス税






































続いている。See, Edward R. Murray, “Beyond Bowsher: The Comptroller Generalʼs 














　 合衆国裁判所事務局（AOUSC=Administrative Office of the United States Courts）
事務部は、合衆国法典タイトル31第3529条〔院長への確認の請求〕に基づき、
GAO院長に対して、AOUSC支部が支払を求められたカリフォルニア電子廃棄




プエリトリコ公共サービス委員会事件判決（San Juan Cellular Telephone Co. v. 






： 連 邦 商 務 省（Department of Commerce） 山 岳 管 理 支 援 局（Mountain 
Administrative Support Center）事務局は、合衆国法典タイトル31第3529
条〔院長への確認の請求〕に基づき、GAO院長に対して、傘下の全国気象
（52）　GAO, Decision: Matter of Administrative Office of the U.S. Courts-California E-Waste 
Recycling Fee （B-3209998, May 4, 2011）.
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員会事件判決（San Juan Cellular Telephone Co. v. Public Service Commission 
of Puerto Rico, 967 F.2d 683, at 685 （1st Cir. 1992））およびバレロ・テレス
トリアル会社 対 キャフレィ事件（Valero Terrestrial Corporation v. Caffrey, 


















（53）　GAO, Decision: GAO, Decision: Matter of National Weather Service-Georgia 911 （B-















きる旨規定する（Wash. Rev. Code §35.92.010〔発電を含む水道事業の
取得および運営する権限サービス料金の分類（Authority to acquire and 


















にあたるのか、司法の場で争われた（Sinclair Paint Co. v. State Bd. of 

















法第13条のＡ第３節/Cal. Constitution Article XIII §3）。提案13号成立後、州憲法が
改正され、現在にいたっている。加州の提案13号は、納税者の反乱（tax revolt）と
して名を馳せ、その後のアメリカにおける「小さな政府」指向のさきがけとなった。
See, e.g., Sheila M. Flaherty, “Property Tax Limitations: Do We Need a New Approach 
for the 1990s?,” 45 Tax Law. 827 （1992）.
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（57）　See, e.g., Brian Faler, “Government Fees the Key to Budget Bargain?,” Politico （April 
3, 2015）.


















用途（ultimate use of revenue）が特定されていることを根拠に自治体の主張を
容認した。
❸  ニューメキシコ州最高裁判決：ホッブス市 対 チェストポート社事件（1996年）





























❹  ミシシッピィ州最高裁判決：スイートホーム上下水道事業団 対 レキシントン
 不動産会社事件（1993年）（Sweet Home Water & Sewer Association v. 















❺  ミシシッピィ州最高裁判決：オーシャンスプリング市 対 ミシシッピィ住宅建
 設者協会事件（2006年）（Mayer and Board of Alderman, City of Ocean Springs, 
（62）　613 So. 2d. 861 （Miss. 1993）.


























































































































































（69）　See, e.g., Jordan Golson, “Electric Cars Can Explain Our Highway Funding Fiasco,” 








ベルでは、ガソリン税は、1932年に時限立法（Revenue Act of 1932）で、























（71）　See, John C. Burnham, “The Gasoline Tax and the Automobile Revolution,” 48 Miss. 
Valley Hist. Rev. 435 （1961） ; James S. Sweet, “The Federal Gasoline Tax at a Glance: A 
History 1 （1993）.
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しにGPSを装着することは憲法違反としている（United States v. Jones, 565 U.S. 
400, at 404 （2012））。
（73）　課金システム、課金テクノロジーについては、本稿の射程外であるが、詳しく
は、See, J. Buurgaard Nielsen, Report: Technology for pricing policy~Experiences 
with current schemes （CE, 2005）; Steer Davis Gleave, Study on “State of the Art of 





























































（74）　See, Federal Highway Administration, 2015 U.S. Highway Statistics.
（75）　See, Id.
（76）　See, 2015 FDIC National Survey of Unbanked and Underbanked Households 
（October 20, 2016）. Available at: https://www.fdic.gov/householdsurvey/
（77）　See, Claire Greene, Scott Schuh, and Joanna Stavins, The 2014 Survey of Consumer 











































❶  全車両均一課税 ：軽量車両（light vehicles）か重量車両（heavy vehicle）か
を問わず、均一に課税する。
❷  重量基準等での不均一課税 ：道路に負荷がかかる重量車両には、軽量車両よ
りは重く課税する。また、排気量、車軸などを基準に、あるいは自家用車が
商用車かを基準に不均一に課税する。







（78）　See, Transportation Research Board, Costs of Alternative Revenue-Generation 








































量車両マイル税（weight mile tax for heavy vehicles）」を導入した歴史的
な経緯も見逃せない。つまり、現在の軽量車両（light vehicles）へのマ
イレージ税/課金モデルである「オレゴー（OReGO）」プログラムは、同














  税率表（テーブル）A  登録重量は26,001ポンドから80,000ポンドの車両（ORS 
　　　　　　　　　　　 376.305～376.390）
 税率表（テーブル）B  特別許可を得た総重量が80,001ポンドから105,500ポンド





























に、議会から独立した「道路利用者課金作業部会（RUF Task Force= Road 








事業税に2.2％の付加税を課す税条例を可決、実施している。See, City of Portland, 















































































VMT[vehicle miles traveled] tax）という名称ではなく、州法上は「対距離













条～第945条（Per-Mile Road Usage Charge） に典拠がある。以下、本稿においては、



















































































































































オレゴン州の自動車マイレージ課金（VMT[vehicle miles traveled] 






























Road Usage Charge Technical Advisory Committee）を立ち上げるために、
州自動車法（Cal. Vehicle Code）の改正法（州議会上院法案1077号/SB法
案1077号/California Senate Bill No.1077）を通過させ、2014年９月29日に
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❶ 州議会は、カリフォルニア交通委員会（C T C = C a l i f o r n i a  T r a n s p o r t a t i o n 
Commission）（86）委 員 長 に 対 し て、 州 交 通 庁（CalSTA=California State 
Transportation Agency）長官と協議のうえ、傘下に15人の委員からなる道路課


























































・  マイレージ負担金と所得との調和 ：道路課金技術諮問委員会（TAC）は、マ
イレージ負担金、つまり自動車道路課金（RUC＝road usage charge）は、低所
得者に対してどうあるべきかを精査するように求めている。
・  都市部と地方居住者への影響 ：道路課金技術諮問委員会（TAC）は、マイレー
ジ負担金が、都市部と地方居住者とにどのような影響が及ぶのか精査するよう
に求めている。









（d） 一般的な位置情報を除く自動マイレージ報告（automated mileage reporting 
with general location data）制：参加者の自動車に公認のデータポート（走
行距離測定機器/odometer device）を取り付け、GPSまたはGPS機能つき




（e） 一 般 的 な 位 置 情 報 を 含 む 自 動 マ イ レ ー ジ 報 告（automated mileage 






















Department of  Transportation）が、乗用車およびトラックの運転者500
人の参加を得て、マイレージ（走行距離）に基づく道路利用者負担金






























❶  2012年３月 ：州議会が現行の州自動車燃料税から自動車道路課金（RUC）へ
の移行・転換に向けた実証実験の予算を計上
州交通委員会（WSTC=Washington state transpor tation commission）は、










❸  2013年４月 ：州議会は、予算措置を講じ、州交通委員会（WSTC）と州交通





ワシントン州参加者に関する最終評価書（Road Usage Charge Pilot Project Final 
Evaluation Report for Washington State Participants）」（May 2013）を公表（88）



















❼  2016年１月 ：州交通委員会（WSTC）が、報告書「ワシントン州自動車道路
課金（RUC）」を公表（89）
（88）　Available at: http://www.wsdot.wa.gov/research/reports/fullreports/807.1.pdf














































































する。」（Beck v. Kuykendall, 267 U.S. 307 （1925））。
・  州裁判所の判決 ：「通行および走行目的で公道を利用することは単なる特権
でない。したがって、一般人または個人の基本権は当然にはく奪されてはなら
ない。」（Chicago Motor Coach Co. v. City of Chicago, 337 Ill. 200, 169 N.E. 22, 66 
A.L.R. 834 （1929））
・  州裁判所の判決 ：「馬車か自動車かを問わず、公道を通行し、かつ自己の財
産を登載して走行するのは、市が意図的に禁止したりまたは許可したりでき
る特権ではない。市民が有するコモンロー上の生命、自由および幸福の追求
をする権利の１つである。」（Thompson v. Smith, 155 Va. 367, 154 S.E. 579, 584 
（1930））
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・  連邦最高裁判所の判決 ：「通行権は、連邦憲法修正第５条の下で適正な手続
なしに奪うことのできない市民の自由の１つである。」（Kent v. Dulles, 357 U.S. 
116, at 125 （1958）） （90）
・  連邦巡回控訴裁判所（U.S. Court of Appeals）の判決 ：通行権は、連邦政府
がその存続を左右しえない確立された公民の権利（common right）である。通
行権は、裁判所により自然権（natural right）として認められている（Schactman 


















（91）　See, Roger I. Roots, “The Orphaned Right: The Rights to Travel by Automobile,” 30 

































































































































押えを禁止するために令状主義の原則が淵源とされる。See, Richard Sobel, Barry 
Horwitz & Gerald Jenkins, “The Fourth Amendment beyond Katz, Kyllo & Johns: 
Justifiable Reliance as a More Secure Constitutional Standard for Privacy,” 22 B.U. Pub 
INT. L. J. 1 （2013）.
（98）　See, Kevin DeGood & Michael Madowitz, Switching from a Gas Tax to a Mileage-






































































❶  連邦最高裁判所の判決 ：プライバシー権は、連邦憲法修正第４条（Fourth 
amendment of the U.S. Constitution）の不合理な捜索・差押えを禁止するための
令状主義の原則が淵源である（Griswold v. Connecticut, 381 U.S. 479 （1964））。
❷  連邦最高裁判所の判決 ：自由権である通行権とプライバシー権が交差するな
かで、個人はプライベートに匿名で移動、通行することが保障される（Kent 
v. Dulles, 357 U.S. 116, at 125-26 （1958）; Shapiro v. Thompson, 394 U.S. 618, at 
629 （1969））。












（100）　See, Richard Sovel, “The Right to Travel and Privacy: Intersecting Freedoms,” 30 J. 


















































（per-mile road usage charge）」）は、先端的なIT技術を駆使してデザイン
（101）　Dan Weikel, “Tracking miles as gas tax alternative raises fairness, privacy 
concerns,” Los Angeles Times（December 6, 2014）.
（102）　See, e.g., Saqib Rahim, “Tax on Vehicle Miles Traveled Gains Support, but Raises 
































議会下院の運輸・住宅・都市開発費充当小委員会（Transportation, Housing and 
Urban Development Appropriations Subcommittee） の 長 老 委 員 を 務 め る。See, 
Nicholas Ballasy, “Congressman: Taxing You for the Miles You Drive Could Pay for 











































連邦最高裁判所は、1967年にキャッズ 対 合衆国事件（Katz v. United 









また、同じく1967年のバーガー 対 ニューヨーク事件（Berger v. New 
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合理的に期待する利益（reasonable expectation of privacy）」を侵害し、違












































❶ ナンバープレート発行時 　登録料（registration fees）
❷ 保有・利用時 　ライセンス料（licensing fees）
❸ 燃料課税 　揮発油（ガソリン）、液化石油ガス（LPG＝liquefied petroleum 
gas）、圧縮天然ガス（CNG＝compressed natural gas）その他の自動車燃料











（107）　See, European Environment Agency （EEA）, Road user charges for heavy goods 
vehicles （HGV） （Technical report No 1/2013）.
Available at: https://www.eea.europa.eu/publications/road-user-charges-for-
vehicles/#parent-fieldname-title
（108）　See, Robert S. Kirk & Marc Levinson, “Mileage-Based Road User Charges,” CRS 





































RUCの免税は、「RUC免税申請書（Application for RUC exemption）」を交
通庁（ZN Transport Agency）に提出して、承認を受ける必要がある（RUC
法40条）。

























































（112）　See. House of Commons Transport Committee, Taxes and Charges on road users 
（Sixth Report of Session 2008-09: Report, together with formal minutes, oral and 
written evidence （14 July 2009）, 本稿前掲・注14.
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【図表36】　道路利用者税/課金議会報告書（2009年）の骨子

























（113）　See, e.g., Alex Bower man, The Costs and Benefits of Road Pricing: Comparing 
Nationwide Charging with Project-Based Scheme （IEA Discussion Paper No. 18, 
Institute of Economic Affairs, 17 Dec. 2007） ; Mark Rowney, The Long Road to Run: 























































































（116）　See, Gesetz zur Neuregelung mautrechtlicher Vorshriften fur Bundesfernstrassen 






























づく課金（performance-related heavy vehicle charge/LSVA）の対象となるもの（貨
物運送トラックなど）と、（ｂ） 一括定額課金（lump-sum heavy vehicle charge/
PSVA）の対象となるもの（バス、モービルカー、キャンピングカーなど）に分か
れる。したがって、ここで分析の対象とする車両は、（ａ） 道路貨物交通にかかわる
ものについてである。See, Federal Customs Administration, Heavy vehicle charges 

























































（120）　See, Robert S. Kirk & Marc Levinson, “Mileage-Based Road User Charges,” CRS 
Report （June 22, 2016, Congressional Research Service）, 本稿前掲・注６,  at 14. ま
た、邦訳でEU諸国の道路貨物交通に関する課金制度を概観できる資料としては、
昆　信明「EU加盟国及びスイスにおける道路貨物交通に関する課金システム」（欧
州議会事務局　政策局B　構造及び結束政策（2008年７月）Angelo Martine et al, 
Pricing System for Road Freight Transport in EU Member States and Switzerland 































































































































第 ４項「登録所有者（registered owner）」とは、ORS チャプター801第020条に基
づいて発行される証書を保有する自動車ディラー以外で、オレゴン州で自動車
登録を義務づけられる者をいう。
第 ５項「対象車両（subject vehicle）」とは、ORS チャプター319第890条に基づい
て承認する申請の対象となる自動車をいう。〔2013年改正〕










for road usage charge program）〕
第 １項　ORS チャプター319第885条に基づいて課される対距離道路利用者課金の










































第 ２項第ａ号　州交通省（ODOT）は、道路利用者課金作業部会（RUF Task 

































































































































































ORSチャプター319第945条〔標章の交付権限、掲示（Authority to issue emblems; 
display）〕
第 １項　州交通省（ODOT）は、ORSチャプター 319第510条ないし第880条の下
で対象車両は燃料の使用において税金を免除されることを掲示するために、当
該対象車両の登録所有者に対して標章（emblems）を交付するものとする。
第２項　本項の下で交付される標章は、掲示するものとする。
　第ａ号　標章は、対象車両の目立つ場所に掲示すること、および、
　第ｂ号　標章は、対象車両に対してのみ交付される。【2013年改正、2015年改正】
ORSチャプター319第947条〔多州間協定（Multijurisdictional agreements）〕
　州交通省（ODOT）は、次の目的で、他の州の交通省、連邦政府、カナダの諸
州と協定を締結することができる。
第 １項　多州間ベースでの道路利用者課金（RUC）に関する共同研究および開発
グログラムの実施
第 ２項　単一州または多州間道路利用者課金（RUC）試行プログラムの開発およ
び展開
第３項　本条第１項にいう調査実施に伴う費用の分担
第 ４項　道路利用者課金（RUC）に関する利害関係者の支援および交流の促進
【2013年改正】
（本学法学部教授）
＊ 本稿は、第144回東海税務法務研究会例会（2017年11月30日）での報告「EVシフ
トと道路財源：自動車燃料税から自動車マイレージ税／負担金への転換と人権」
をもとに執筆した。
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